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 都市内交通基盤整備の評価では，費用便益分析マニュアルが整備され，定着しつつある．しかし，それ

らの立地等への影響の考慮や，地域帰着便益の分析などが行えないとの問題があった．これに対し，空間

的応用一般均衡分析や応用都市経済分析が有効とされてきた．本研究では，立地変化まで考慮できる応用

都市経済モデルを用いた都市内交通基盤整備を実施することにしたが，応用都市経済モデルは一般均衡体

系となっていないため，土地市場以外への影響が考慮できないとの問題があった．そこで，本研究では一

般均衡へ拡張したCUEモデルの提案を行った． 
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1. はじめに 
 

 わが国では，公共事業評価に対し費用便益マニュアル

が整備され，定着してきている．それらは，社会基盤施

設整備の直接的な効果を中心に評価が行われている．し

かし，実際の整備効果は交通施設整備による交通費用の

低下に代表される直接効果だけではなく，長期的には，

家計や企業の立地変化が生じ，雇用が創出され，地域の

生産や所得の拡大といった間接効果が生じる．現在では，

これら間接効果まで含めて便益計測を行うとの考えが高

まり，数多くの分析手法が研究されてきた．その中でも

人口，雇用，企業の生産額，家計の消費額，土地利用面

積，価格等の経済統計数値を用い，国・都道府県・地

域・ゾーン(地区)といった単位まで分析可能な空間的応

用 一 般 均 衡 （ SCGE ： Spatial Computable General 

Equilibrium）モデルと応用都市経済（CUE：Computable 

urban economic）モデルは，公共事業評価において，地域

の帰着便益や，経済主体（家計，企業等）ごとの影響を

定量的に計測することができ有効とされている． 

 SCGE モデルと CUE モデルは，ともにミクロ経済学

の基礎の上に構築されており，市場で取引される財の需

要関数と供給関数の交点で求められる均衡解を用いる均

衡理論の概念のもとに組み立てられている．そのため，

指標として定着している費用便益分析とも理論的に整合

しており，便益の算定に用いる事も可能である 1)．しか

し，それぞれのモデルには次の性質がある．SCGE モデ

ルは，一般均衡体系になっているが，対象地域として最

も詳細的な地域区分でも都道府県単位までが通常は限界

であり，市町村やそれ以下のゾーンではほとんど分析が

されていない．CUE モデルは，対象地域として市町村

単位以下の地域を対象としているが，土地市場のみが均

衡するとした部分均衡（多市場同時均衡）モデルであり，

このため便益計測においては土地市場以外の市場におけ

る影響が考慮されてない点で問題があると指摘されてい

る 2)． 

 本研究では，一般均衡型の CUE モデルを開発するこ

とにより，CUE モデルが有していた便益計測に係わる

課題の解決を図った上で，地域に暮らす住民と住民が必

要とする都市施設との関係を定量的に計測し，特に都市

内交通基盤の整備評価が行えるモデルを構築することを

目的とする． 
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表 -1 CUEモデルと SCGEモデルの特長 

 
 

 
図1 山梨県の人口と高齢化率の推移 

 
 
2. 応用都市経済（CUE）モデルの概要 
 

(1) CUEモデルに関する既存研究の整理 

 CUEモデルの原形といえる土地利用・交通モデルは，

1980年代より土木計画学の分野では精力的に研究がなさ

れ，数多くの研究成果を生んできた（例えば，中村2)，

中村，林，宮本等3)）．しかし，上田4)，上田5)は土地利

用・交通モデルはミクロ経済学的基礎に基づかないため

便益計測が行えない点で問題があると指摘していた．そ

こで武藤・上田・高木6) ではミクロ経済学基礎に基づ

き土地利用・交通モデルを再定式化し，便益が正確に算

出できるCUEモデルを開発した．その後，武藤等7) 8) 9)，

山崎10) 11)，堤12)等によって実用的分析などへも積極的な

適用がなされている．しかし，堤，小池ら1)による指摘

では，CUEモデルは部分均衡モデルであり，便益計測に

おいては土地市場以外の市場における供給制約が考慮さ

れていないという点が問題であると指摘されていた． 

 SCGEモデルとCUEモデルの特徴をまとめると表-1の

ようになる．これよりSCGEモデルは原則として都道府

県単位より小さな地域区分での適用が困難であるという

問題，一方，CUEモデルは一般均衡体系ではないため便

益が正確には計測できないことが問題であった．後者の

問題は，例えばある地域に整備がなされた場合，家計は

整備された交通を利用して買い物や観光に出かけ，出か

けた先でものやサービスの購入を行う．こうして家計が

より多くのものやサービスを欲する場合，それを生産し

て供給しなければ家計はものやサービスの消費が行えな

い．従来のCUEモデルは，必ずしも財市場の成立を求め

ておらず，そのため企業によってものやサービスがより

多く供給されなくても，家計はこれを消費でき，その結

果効用が高まるという現象が生じていた．すなわち便益

が過大に評価されていた可能性がある． 

 本モデルでは，対象地域を細目ゾーンとした一般均衡

体系にしたCUEモデルを構築する． 

 

(2) CUEモデルの全体構造 

 図-1は，本CUEモデルの全体構成を示すイメージ図で

ある．本モデルのゾーンはCUEモデルと同じ，市町村以

下の地域を対象とする．各ゾーンには，不動産企業が存

在し，この不動産企業は土地サービスを供給する主体で

ある．また，各ゾーンには代表家計と各産業の代表企業

が存在し，財・サービスは市場を通じてやりとりされる

ものとなっている．これはSCGEモデルと基本は同じで

あるが，合成財企業に関しては，対象地域全体で1つ存

在するものとした．一方，商業やサービス業は家計がト

リップを発生させその地域で消費する．そこで，これら

のサービスはその地域ごとに市場が存在するものとした．

労働はゾーンごとに市場が存在しているとし，資本は地

域全体で一つの市場が存在しているとする． 
 モデルの基本的な前提条件は次の通りである． 

1) 本モデルの対象とする社会はPT調査などで対象と

される詳細ゾーンからなるものとする． 

2) 家計は効用水準一定下での支出最小化行動，企業

は費用最小化行動をとるものとする． 

 

(3) CUEモデルの定式化 

a) 家計の行動モデル 

 家計はゾーンごとに存在する代表的家計を仮定する．

家計は所得制約の下で，合成財，土地，合成余暇を消費

する（図-2）．所得には一定の所得税率と貯蓄率が掛け

られているものとし，具体的には以下のようになる． 

    j
H

j
H

j
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jj
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H KrLw   11  (1) 
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図-2 家計の行動ツリー 

 

ただし， j
H ：家計所得， j

HL ：地域jの家計の労働供給

量， jw ：地域jの賃金率， jj
H rK , ：地域jの家計の初期

資本保有量と資本利子率， j
H ：直接税率， j

H ：貯蓄

率． 

次に家計は，合成財について合成財と合成サービスの

消費量を決定する．合成サービスについては，サービス

を消費する地域kの選択を行う．その際，合成旅客交通

投入を行うとして，地域選択には交通利便性も考慮する

ものとする． 

 これらの消費行動モデルを，Barro型CES関数にて定式

化される効用水準を一定水準に維持するとの条件下で，

支出最小化行動をとるものとして定式化する． 

[1]合成財，土地，合成余暇の決定 

1)支出最小化問題 
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ただし， j
H

j
LH

j
GH lxz ,, ：地域jの家計の合成財消費量，

土地（不動産サービス）消費量，余暇消費量， j
GHq ：

合成財価格， j
LHp ：土地サービス価格（地代）， 

j
HU ：地域jの家計効用水準， j

H ：代替弾力性パラメー

タ， j
H

j
mH

j
mH  ,, ：パラメータ，m：添字G，L，Sを表

す． 

2)需要関数 
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[2]合成財と合成サービス消費 

1)最適化問題 
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2)需要関数 
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3)価格式 
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ただし， j
nH

j
nH qz , ：地域 jで消費される合成財と合成サ

ービスnの消費量とその価格， j
nH

j
nH  , ：分配パラメー

タ（ 1,1   n

j
nHn

j
nH  ）， j

ZH
j

ZH  , ：効率パラメ

ータおよび代替弾力性パラメータ． 

 

[3]合成サービスの地域i別消費量の決定 

1)最適化問題 
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2)需要関数 
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3)価格式 
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ただし， ij
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nH qz , ：地域jにおける地域iからの合成中間

財n消費量とその価格， ij
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nH ：効率パラメータ，
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nH ：代替弾力性パラメータ． 

 
[4]合成サービスと合成旅客交通の消費 
1)支出最小化問題 
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2)需要関数 
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3)価格式 
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ただし， i
n
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nH px , ：中間財nの消費量と地域iのn財価格，
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ij
TH qz , ：合成旅客運輸消費量とその価格，

ij
TH

ij
TH  , ：分配パラメータ， ij

nH ：効率パラメータ，

ij
nH ：代替弾力性パラメータ． 

 以上により，家計財消費の消費財および投資財の需要

関数が導かれた． 

 

[5]家計の立地選択行動 

 家計の立地選択行動は，以下のように定式化される． 
 

合成生産要素

道路貨物運輸合成生産要素

地域 ｊ

合成財

合成中間財

合成
資本

合成
労働

地域 k

[1]

[2]

[3]

[4] [6]

地域 k

[5]

 
図3 合成財企業の行動モデルツリー 

 
1)効用最大化問題 

   S
S

S
j

j
H

j

j

j

N
H uNu




1
1

max











  ･  (13a) 

 T

j

j NN s.t.  (13b) 

2)需要関数 

 T

i
i
H

i
Hi

j
H

j
Hj

j N

p

I

p

I

N
S

S

























1

1









･

･

 (14) 

ただし， jN ：地域jの立地量， j
HI ：一家計当たり所

得，
S

j  , ：パラメータ． 

 

2.3.2 企業の行動モデル 

 企業は地域全体に財を供給すると想定する合成財企業

とゾーンごとにサービスを供給すると想定するサービス

系企業とに分けて説明する． 

（1）合成財企業の行動モデル 

 合成財企業は合成中間財と生産要素を投入して，地域

全体に対して合成財を供給する．すなわち，合成財企業

については，特にどのゾーンで合成財を供給するのかは

問わないものとする．そのため，合成財価格は一つの地

域全体市場で決定されることになり，計算負荷の軽減が

図られると考えられる．しかし、合成財企業の投入する

労働および運輸についてはゾーンごとの投入量を何らか

の形で算出する必要がある．そこで，合成財企業は地域

全体で唯一存在しているとするが，合成労働はゾーン別

に投入するとのモデル化を行うことにした．なお，どの

ゾーンから労働を投入するかは，当該ゾーンの運輸投入
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に依存すると想定する．その結果，例えば交通利便性の

向上したゾーンは運輸投入が増加するとともに，労働投

入も増加し，通勤に係わる交通流動に影響を与える点が

表現可能となる． 

（2）サービス系企業の行動モデル 

 サービス系企業は，そのサービスが供給されるゾーン

に行かなければ原則的にはサービスを需要できない点に

違いがある．そのため，サービス系企業に関してはゾー

ンごとに代表的サービス企業が存在し，サービス供給を

行っているものとした．すなわち，モデル化はSCGEモ

デルの企業行動と同様に行える．一方，供給されたサー

ビスについては，旅客トリップを投入して当該ゾーンに

アクセスをした利用者によって需要されるものとする．

したがって，サービス系企業は交通利便性の高い地域に

多くサービス供給をしようとすることが表現できると考

えられる． 

 企業の定式化は家計の定式化と枠組みは共通しており，

ここでは具体的に示すことは割愛したい． 
 
 
3. 市場の均衡条件 
 

合成財市場：
zH

m
zmz xxy    

サービス市場：   
i i

ij
SH

m

ij
Sm

j
S xxy  

労働市場：    
i m

ji
m

k

kj
TH

j
S

j lxtlT  

資本市場 
j

j
Sz kkk  

 
ただし， 

zy ：域内供給財供給量，
zmx ：合成財消費量，

zHx ：

合成サービス消費量， jT ：総利用可能時間， j
Sl ：余

暇時間，t ：， kj
THx ：，k ：家計の資本供給量． 

 
 以上のCUEモデルを用いて，交通基盤整備の評価を実

施する． 
 
 
4. おわりに 

 本研究では，従来のCUEモデルが有していた土地市場

のみが均衡する部分均衡モデルによる便益計測において

は土地市場以外の市場における供給制約が考慮されてな

い問題点を，一般均衡理論を用いることにより解決を試

みた． 

 数値計算結果は，講演時に発表する予定である． 
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